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はじめに

この報告書は,国立教育政策研究所の平成23年 度から2年 間の公募型研究として採択されたプロジ

ェク ト研究:「過疎地域の実情に即 した小中一貫校づくりと教育課程の開発」(研究代表:伏 木久始)

の概要と研究成果を集録した研究報告書である。

本研究は,過 疎地域において今後小中学校の統廃合が進むことが予測されるなか,複 数の小学校の

合併 と同時に小中一貫校の設立という事業を選択 した自治体が抱える諸問題とその解決策のための手

がかりを指摘することを最終的なゴールに設定してスター トした。そのための最初の調査フィール ド

を,平成24年4月 開校の校舎一体型公立小中一貫校である信濃小中学校 とし,統廃合をめぐる地域住

民と教育委員会および学校の動きを整理した上で,開 校 した新 しい学校に期待 されている教育実践 と

実際の教育活動の状況,学 校運営上の困難や教職員の声,保 護者や児童生徒の声などを総合的に考察

しながら,過 疎地域の実情に即した小中一貫校の教育課程づ くりに求められる有効な取 り組みを具体

的に明らかにすることを目標として取 り組んできた。なお,本 研究における 「教育課程」は,単 に教

科時数配当表や年間行事計画を意味するものではなく,特 別活動や道徳や総合的な学習の時間等の教

科外の領域にも着 目した上での,学 校全体の教育活動のバランスや,教 科領域間の連携をターゲット

にしてお り,教 職員の指導体制にも着 目した包括的な概念として捉えている。

学校づ くり,教 育課程の開発は,当 然ながら開校 と同時に終了して完結するものではなく,む しろ

学校づ くりのプロセスとして,現 場の教職員 と一緒に状況判断を重ねながら柔軟に修正 し続けていく

べきものである。机上のプランがどんなに妥当であっても,実 践を通 して初めて見えてくる問題点が

浮上してくる。それに対する解決策を検討しながら,子 どもたちの実態に即 して教育課程を修正 し続

けていく教育的発想 と,そ のノウハ ウを高めていくことが,本 来求められるべきカ リキュム研究の在

り方であると考える。

過疎地の小規模校もしくは小中一貫校には,そ の土地で大事にしたい教育内容や幼少期から青年前

期までの一貫 した教育方針で子どもを育てていこうとする地域の願いが潜在 している。それでも,教

育課程を固定化して保守性を強めるのではなく,何 を大事に残 し続けて何を状況に応 じてリニューア

ルすべきなのかを絶えず吟味し,学ぶ側の論理で教育課程を開発することが肝要である。本研究では,

現場の教職員 と共にそれを見つめながら対話を繰 り返すなかで,見 えてきた実態と今後のビジョンを

整哩するための調査を行ってきた。この報告書には,時 期的な条件の制約があり,フ ィール ドとした

信濃小中学校の開校初年度の年度末総括の考察までを掲載することができなかったが,平成24年 度2

Eま での教職員の努力 と,本 研究の代表者である信州大学教育学部の伏木研究室の取 り組みを報告 し

たいと思 う。

平成25年3月

信州大学教育学部教授

伏 木 久 始
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序章

1.問 題の所在 と本研究の 目的

全国の過疎地域において,今 後ますます小中学校の統廃合が進むことが予測 されるなか,複 数の小

学校の合併 と同時に小中一貫校の設立とい う事業を選択する学校群ないし自治体が増えている。その

ような学校現揚では,当 事者たちがどのような問題を抱え,そ の解決のためにどのような対応策が求

められるのだろうか。また,日 本では一般的に教育関係者 ・保護者が,複 式学級をはじめとする少人

数学級や小規模校に対 してマイナスイメージを持っているが,逆 に小規模校 ・少人数学級だか らこそ

できること,少 人数だか らこそ徹底できる 「個に応 じた教育」の在 り方を,ど のように学校現場に根

付かせることができるのだろうか。

このような"問 い"を べ一スにしながら,北 欧諸国の過疎地域を中心とする学校群への取材 を重ね

てきた筆者は,近 年ますます学齢人口が減少していることによって過疎地に小中連携もしくは一貫校

が増えていることをむ しろ前向きに受け止めている。全国画一型の形式的平等を優先する教育課程は,

地域(故 郷)か ら子 どもたちを引き離す教育を結果的に助長 している。また,教 科書的な知識や社会

的な機能を学ぶために 「地域の材や事象を利用」できる範囲はよいが,身 近な地域に学習材が見つけ

られない場合には 「この土地では学ぶ環境が限られている」ということを学びとることになる。全国

標準版の机上の知識習得を目指す立場では,自 分が生まれ育った土地そのものに存在する価値を認め

ていくことが難 しくなるのである。地域の中で子どもたちが学ぶ とき,近 所に貴重な文化財がなくて

も,有 名な偉人の出身地でなくても,巨 額の法人税や固定資産税を支払 う企業の経済的立地条件に恵

まれていなくても,そ の土地で自分たちが暮 らしているとい う尊い事実がある。

日本の国内に限らず,北 欧諸国の過疎地の学校でも,学 区域の人々の献身的な協力に支えられ,小

学校 と中学校をっなげて9年 間,ま たは保育園(幼 稚園)も 含めて保一小一中の12年 間を見通した長

期的ビジョンに基づ くのびのびした教育が行われている。子どもたちは"横 関係"と しての 「同学年

の友人」と協同学習するだけではなく,下 級生や上級生との"縦 関係"を たくさん経験 しながら,社

会性も自律性も異年齢関係のなかで高め合っている。

しかし,わ が国の少子化の進行は,特 に中山間地の過疎化に拍車をかけてお り,僻 地では小学校の

統廃合や中学校の合併などが加速 している。こうした地域では,同 じ学校種同士の統合と小一中の統

合 とい う縦横2重 の連携 ・一体化が求められることになり,子 どもたちの学びを支える教師たちの日

常は,ま すます複雑なものになってしまうことは避けられない。特に,極 小規模校で指導してきた教

師からすれば,合 併 して何倍 も大きくなった小中一貫校での職務は,そ れまでに経験がない仕事が新

たに降 りかかってくることもあるだろうし,9学 年それぞれの動きとの調整を強いられる部分がある

ための不 自由さも生 じることが予想 される。教師の多忙化が叫ばれて久 しいが,小 中一貫教育を推進

していく上での教師の校務の軽減化 と効果的な連携の仕組みを同時に保障していくことが不可欠な課

題である。

また,熱 心な教師たちが丁寧に子 ども一人ひとりの生活行動上の記録を独 自に蓄積 していた り,学

習での蹟きに関する個人カルテを作成 した りしていても,人 事異動等でその子たちの担当ではなくな

ると,そ のノー ト(資 料)は 次の担任教師に渡されることがほとんどないのが実晴である。個々の子

どもの学期末の通知表に過去の担任か らどんな所見が書かれていたのかわからないまま,短 時間の引

き継ぎ会だけで担任を交代することになるのが一般的な学校の実態である。必要に応 じて新旧の担任

同士が容易に庸報交換できる仕組みが,小 中一貫校においてはより一層求められる課題である。

さらに,9年 間の一人ひとりの子 どもの学びに即 して系統的に教師が指導のポイン トを見つめてい

ることが理想的な姿と言えるが,学 ぶ子 どもの側か らみて,カ リキュラムが9年 一貫教育として機能
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しているか,学 校で学ぶ内容 ・方法等に系続性があるのかを問い直し続けることが重要である。受験

を意識して"前 倒 し"型 の詰め込み教育を効率よく行 うことが小中一貫教育の目的になってはならな

い。教える側の論理で"与 える"カ リキュラムではなく,学 ぶ側の論理で"自 ら学ぶ"小 中一貫カリ

キュラムを目指していくことが,過 疎地の小中一貫校共通の課題である。

すなわち,小 中一貫校で9年 間を過 ごす子どもたちと,そ の間に別の学校に異動 してしま う教師た

ちとの意識のズレを最小限にする努力をした上で,教 師の校務を軽減するICT活 用システムを導入

したり,こ れまでは不十分だった小中一貫型の教育課程を開発 したり,地 域の人々に支えられながら

バージョンアップしたりする実践的研究が,今 まさに必要な時であると考えていた。ちょうど,長 野

県の公立学校で初の校舎一体型小中一貫校づくりに取り組んでいた信濃町教育委員会および信濃町校

長会の依頼で,筆者が平成22年 度よりこの町の小中一貫教育に関わることになったため,こ の機会を

利用 して本研究をたち上げることにした。

以上のことから,学 校同士の統合 と校種の異なる小一中の一貫教育を実践 し始めた現場をフィール

ドとして,そ こでの経験的な晴報を整理 し,そ れぞれの地域に応 じた学校づくりを支援 してい くため

の方法論を具体的に明らかにする作業に着手した。本研究は,平 成23年 度から2年 間のプロジェクト

として,国 立教育政策研究所の公募型研究の枠に応募 して採択されたものでもあるため,こ の2年 間

における研究目的を以下の3項 目の実現に絞 り,そ のために必要となる学校環境の整備内容を明らか

にすることも含めて,一 貫校づくりの教育実践に貢献できる研究成果を提出することを目的 とした。

1)過 疎地域の複数の学校が統合して小中一貫教育を推進 していく際の課題の明確化

2)小 中一貫教育をすすめていく上での教育課程の改善のためのしくみづくり

3)子 どもの9力 年間の育ちを継続的 ・系統的にみるしくみづくり

2.研 究方法

本研究のメインのフィール ドは,平 成24年4A開 校の信濃小中学校 とした。統廃合と一貫校の新設

をめぐる地域住民 と教育委員会および学校の動きは各議事録{を整 哩した り,筆 者自ら町役場での会議

に参加 したりして情報を整理した。また,信 濃町の取 り組みを相対化するために,こ の公募型研究以

外の予算も使って,高 知県土佐町および大月町,富 山市,北 海道三笠市,栃 木県宇都宮市および鹿沼

市および栃木市,仙 台市等に現地取材に出た他,長 野県内では大町市,松 本市,飯 田市,伊 那市,売

木村,木 曽町,栄 村での学校参観等 と聞き取 り取材を行った。また,電 話および郵送によるアンケー

ト調査を行い,全 国および長野県内の小中一貫教育の実情を把握することに努めた。さらに,新 設 さ

れた信濃小中学校の学校評価アンケー トの作成 ・分析に協力 し,一 貫校となってからの実際の教育実

践について,保 護者や児童生徒の声をモニターするとともに教職員の意識の変化を統計分析 し,小 中
一貫校の教育課程に求められる要素を指摘するとい う方法を採用した

。

(1)文献調査…(詳 細は参考文献 リス トを参照)

・過疎地の人 口減少問題および少子高齢の実態に関する報告書 ・論文等

・信濃町の旧小 ・中学校の学校誌および信濃町教育委員会の作成資料

・調査先の学校要覧および研究会資料

(2)アンケー ト調査

・電話によるアンケー ト調査

・質問紙(一 部メール)に よるアンケー ト調査

(3)ブイール ド調査

・過疎地の小中一貫教育の取材(土 佐町
,大 月町,三 笠市,富 山市,栃 木市,長 野県内各地)

・都市部の小中一貫教育の取材(宇 都宮市
,品 川区,港 区など)
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長野県内においても,過 疎地の小中一貫教育は徐々に進行 している。例えば,野 沢温泉村には,保

育園・小学校・中学校がそれぞれ一っずっしかなく,しかもそれ らが隣接 している。平成25年 度から,

野沢温泉村は保小中一貫教育を目指 して 「野沢温泉学園」の設立を予定している。
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平成25年 度から,「野沢温泉学園」を発足させる

また,塩 尻市 と辰野町の行政区割 りの

ちょうど境 目に位置する両小野地区に,

平成23(2011)年 度か ら従来型施設をそ

のままに校舎分離型の小中一貫校 として

「両小野学園」が開校 している。校区で

ある小野神社の一体は,「 小野神社と矢

彦神社」が鎮座す る塩尻市 「北小野」と

上伊那郡辰野町 「小野筑(小野)」がある

ことから,「二っの小野」をたばねて 「両

小野」 と呼ばれている。そこに辰野町側

に唯一の小学校 と塩尻側に唯一の中学校

があるたあ,市 立でもなく町立でもない

両小野学園開園式2011年4月7日 t・磐'

祝 両小野魎 開
職
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(市と町が合同出資 した)組合立 として 「両小野小学校」が辰野町に,「 両小野中学校」が塩尻市側に

存在 してきた。

この組合立の学校運営は,も ともと両小野地区の地域住民の強い思いに支えられて運営されてきた

といっても過言ではないが,今 回はその基盤に立脚 して発展させ,小 中一貫の学園を構成することに
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学習の時間と特別活動の時間等を中心に,

関連する教科内容を融合させながら実践

が試行 されていたが,後 に文部科学省の

教育課程特例校として採択され,新 領域

「たのめ科」が設置されている。

地域の人々とのふれあいや歴史 ・文化

との出会いから,地 域のよさを体験的に

学びなが ら生き方を考える学習である。
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両小野学園の教育課程および指導体制の特色として以下の10項 目があげられる。

①9年 間を見通したカリキュラムに基づく指導/② 地域を題材とした新領域 「たのめ科」の設置

③外国語活動 ・英語学習の充実/④ 小学校での一部教科担任制の実施/⑤ 職員の交流の推進

⑥児童生徒の交流の推進/⑦ 家庭との連携の推進/⑧ 保育園との連携の推進

⑨両小野学園運営推進委員会の設置/⑩ 学校支援ボランティアの活用

社会otXlヒし51E"が 多撤化ヲる中.児 亜・生紅一人一人が、臼らの内に生Eて いく⊥の5'かF足
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1-3長 野県内の小中一貫教育に関する市町村教育委員会への取材結果

1-3-1調 査の趣旨 ・研究目的

都道府県単位で小中一貫教育の実践校をピックアップするという研究方法からは明らかにできない

問題がある。なかでも,小 中一貫教育の都市部と過疎地との取 り組みの違いは,市 町村 レベルでその

動向を調査しない限り見えてこないと考えられる。そこで,対 象を長野県に限定し,県 内の市町村す

べての教育委員会に電話連絡し,各 自治体における小中一貫教育の実情を調査した。

すなわちこの調査の目的は,長 野県内の75全 ての市町村における小中一貫 ・連携教育への取 り組み

状況を明らかにすることである。

1-3-2調 査の方法

①県内の市町村教育委員会を対象に,小 中一貫ないし小中連携教育の動向について現時点での取 り

組みを電話による聞き取 り調査を行った。

②すでに市町村が作成 している小中一貫教育関連の資料がある場 合はそれを参照した。

③電話取材時に担当者の回答内容等を以下の基準に従って整理して相対化を図った。

◎ ・ 小中一貫教育をすでに実施している。小中の子 ども同士が活動を共にしたり,小 中の教員

がそれぞれ授業に乗 り入れた りして,目 常的に小 ・中のつなが りが強い。

○一 小中一貫教育を方針として実現に向けて具体的に推進 している。または一部の学校で小中

一貫教育を実施している
。

□・・ 小中の連携(保 育園や幼稚園を含め)を 強化している。

△ ・ 小中相互の情報交換を主 とした連携を維持している。

1-3-3調 査結果

聞き取 り調査等の結果を地区ごとに表を区切ってまとめたものを以下に示す。

表3一① 佐久地域

ID 市町村 結果 内容

1 小諸市 △

2 佐久市 △ 学力向上 生徒指導 英語教育など中学校校区ごとに連携

3 小海町 △ 小学校が合併 したばか りなので,い ずれ可能性はあるが,今 の と

ころ動きはない。

4 佐久穂町 ○ 小中一貫に向けて具体的に推進 している

5 川上村 △

6 南牧村 △ 研究はしており,佐久の教育長会で浜松市の小中一貫校に視察に

行 く予定,し かし今のところは現状維持

7 軽井沢町 △

8 御代田町 △

9 立同町 △ ノ」、屯 高で醗 していくこと亭面醤忍しているb

表3"② 上1』弛域

liD 市町村 糸課 熔
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10 上田市 △ 中学校区ごとの取り組み

11 東御市 ○ 北御牧小 ・中では分離型一貫教育を目指して学力向上の視点から

取り組んでいる。

12 長和町 口 併設 している小 ・中の取 り組みとしてコミュニテ ィスクール,学

校支援地域本部を行っている。今のところはそれを進めている。

13 青木村 口 幼,小,中 の連携の取り組みを推進している。村の教育関係者に

よるフォーラムをつくり半年かけて村として今後の教育をどう

していくのか検討してきた。東京都東村山市のおんた小を視察し

て具体的なイメージを持ち 学力向上の視点か"し

ていく。

表3・③ 言聴馳 域

ID 市町村 調査結果 備考 ※担当者が言及した内容

14 岡谷市 △ 中学校区ごとの取り組み,学 校によっては出前授業の実施

15 諏訪市 △ 中学校区ごとの取り組み

16 茅野市 口 幼,保,小,中,高 の連携 を行 うどんぐりプランの実施

17 下諏訪町

○ 教育長の方針で校舎分離型の一貫校を目指している。両小野や東

京の品川などの先進校の視察に行き,二 期目の任期中に形を整え

たいとの意向で進めている。

18 富士見町

口 学力向上委員会を設けて,英 語や数学を中心に連携のあり方を模

索し,共通の家庭学習の手引き書を作成している。今後は放課後

の塾をつくったり,キャリア教育を行ったりLていく予定

19 原村 △ 一村 一校

表3・④ 上鯛 陞区

D 市町村 調査結果 内容

20 伊那市 △ 情報交換,出 前授業など各中学校区での取り組み

21 駒ケ根市 △ 中学校区ごとの取り組み,授 業研究などの学力向上を目的とした

連携

22 辰野町 ○ 両小野学園では小中一貫教育を実施。その他はこれから検討

23 箕輪町 △ 英語などの学力向上を目的とした連携を実施

24 飯島町 △ 授業研究などの学力向上を目的とした連携

25 南箕輪村 △ 出前授業

26 中川村 △ 授業研究などの学力向上を目的とした連携

27 宮田村 △ 不登交 学加 出 こ向けた清報交換

表3日⑤ 飯伊地域

ID 市町村 結果 内容

28 飯田市 ○ 平成23年 度に飯田市小中連携 ・一貫教育推進委員会を設置し,

学力向上,生 徒指導の充実,不 登校の解消などを視点としてとし

てキャリア教育を一っの柱 としながら平成25年 からの全校実施

に向けて実施計画を策定し,各 中学校区を中心に推進している。

29 松川町 △ 学力向上,不 登校などの情報交換

30 高森町 △ 情報交換
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31 阿南町 △

32 阿智村 △ 情報交換,体 験授業

33 平谷村 △ 昨年度中学校閉校,具 体的にはこれから

34 根羽村 ◎

校舎が渡 り廊下でつながっており,中学校の先生が小学校の授業

を行う機会がある。共有で使っている教室がある。連携会議が年

四回開かれ,教 育長の方針で今後さらに連携を強める予定

35 下條村 △ 情報交換は頻繁に行っている。

36 売木村 ◎ . 小中併設校 職員室は小中一緒であり,行 事も一緒に行 う。全校

生徒数25人

37 天龍村 △ 行事での交流

38 泰阜村 ◎ 小中併設校 英語や理科を中学の先生がやったり,学 力向上に向

けた研究をしたり,行事を一緒に行ったりしている。

39 喬木村 △

40 豊岡村

口 秋田の先進校に視察に行き,現 在研究中。保育園を教育委員会の

管轄に移して保育園から中学校までの一貫の在り方を検討中。現

在は相互の授業参観を実施

41 大鹿付 △

表3・⑥ 木酋地或

ID 市町村 結果 内容

42 上松町 △ 情報交換 昨年度から出前授業の取 り組みが始まった。

43 南木曽町 △ 小,中,高 でお互いの授業を見合 う機会 を設けている。

44 木曽町 ◎ 小中併設校,職 員室 も一緒,普 段か ら関わ りは強い。

45 木祖村 △ 授業研究会

46 王滝村 ◎ 小中併設校,職 員室も一緒で授業を乗 り入れて行 うなど普段から

関わりは強い。

御 大桑付 △ 情報交換

表3H⑦ 松本地域

D 市町村 結果 内容

48 松本市 △ 中学校区ごとの取 り組みに任せている。

49 塩尻市 ○ 両小野学園以外には楢川地区で小,中 の一貫に向けて取り組みが

始まっている。その他の地区でも校長会管轄の小中連携委員会で

今後の連携のあり方を考えていく。基本的には中学校区ごとに取

り組んでいる。幼,保,小,中 の情報面での連携を行う元気っ子

応援事業を行っている。

50 安曇野市 △ 情報交換,出 前授業,一 日入学など中1ギ ャップの解消に向けて

特にカ を入れて取 り組んでいる。

51 麻績村 口 保育園を教育委員会の管轄に移す。子育て支援協議会を作り定期

的に関係者が会合を開き,専 任のコーディネーター置いている。

保育園から中学校までの一貫した取 り組みを目指 している。

52 生坂村 △ 出前授業,授 業参観 地域行事への合同参加

53 山形村 △ 情報交換

54 朝日村 △ 出前授業,授 業参観 文化祭見学
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55 筑北村 口 子ども支援課を設置し,保 育園から中学校までの一貫した取り組

みを目指す。子 ども一人一人に手厚いサポー トを行 う。(サ ポー ト

ノー ト,生活習慣支援 運動プログラム,外 国語教育も保育園か

ら実施など10の 事業)保 小,小 中,学 社などのギャップを埋 め

る取 り組みとして位置付けてい盗

表3・⑧ 大ill也或

ID 市町村 結果 内容

56 大町市 ○ 中学校区ごとの取 り組みが中心だが小中併設校の美麻中学校で小

中一貫教育に取り組んでいる。

57 池田町 △ 職員の合同研修会

58 松川村 △ 情報交換,出 前授業

59 白馬村 △ 不登校対策の情報交換 学力向上委員会

60 小谷村 口 保育園を教育委員会の管轄に移 し,保育園から中学校までの連携

の方向を考えている。

表3一⑨ 長野地域

ID 市町村 結果 内容

61 長野市 △ 都市部,中 山間地と実態が異なるため,学 校ごとの取 り組みに任

せている。

62 須坂市 △ 中学校区ごとの取 り組み

63 千曲市 △ 文化祭の参観,一 日体験入学など

64 坂城町 △ 情報交換

65 小布施町 △ 情報交換。将来は保育園から中学校までの一貫を考えている

66 高山村 △ 情報交換

67 圃 ◎ 校舎講 型のJヰL唄教育

68 輸 △ 情報交換 行事で痴

69 ノ」りr肘 △ 情報交換

表3⑩ 北言地域

ID 市町村 蘇 麟
70 ヰ野市 △ ヰ学校区ごとの取り組み 家庭穿習,キ ャリア教育など 一

71 飯山市 口 幼,保,小,中,高 の連携を強めている。情報交換 数学を中心

として学力向上に向けた授業研究,中 学校の先生が定期的に小学

校に出向き,ノ」学校の先生とT・Tを 組みながら算数牒 をしている。

72 山ノ内町 △ 情報交換 行事の交流

73 木評村 ○ 校舎併設型の一貫校づくりを推進している。4-3-2の 学年に

区切り,ノ」 口百"し で学丈向上 交流 環紅 視点から取り組みを

考えている、定期颯こヰ学轍 シ」学腕こ辻向い 而

74 野訴温泉村 口 一 目 ・噛 沖心だ覗 幼 小 中の冠貫したブ七グラムを現

在作成しており,来年度から辮 定

75 栄付 △

N22-一



A,52

(69°/o)

m,

(12°/o)

調査結果の分類表

<刑 　》

◎・日常拘コ」ヰE貴 教育を実施

0… 一部の学校で小中一貫を実施

ロ…小中の連携を強化

△…現状の小中連携を維持

図3長 野県内の小中一貫教育の現状分析結果

(1)日 常的に小中一貫教育を実践 している自治体 ・学校のケース…(表 中の◎)

信濃小中学校のように校舎一体型の小中一貫校をはじめ,全 校の子どもの数が少ないために日頃か

ら小学校 と中学校の教育活動を協同して実施している小規模校では,教 職員が相互に乗 り入れて授業

を行った り,子 どもたち同士が小中の枠を越えて一緒に活動 した りするなど,日 常的な連携がとれて

いる学校である。長野県においては,」詠 内郡信濃町に設立された県内初の公立小中一貫校である,

信濃町立信濃小中学校が代表事例である。また,長 野県には小学校と中学校の学校長を兼務 させるタ

イプの公立学校が平成24年 度現在で8校 存在する。これ ら計9校 は6つ の自治体に区分整哩され るた

め,図3の グラフ中では6件(8%)と カウン トされている。長野県教育委員会はこれを 「併設校」と

しているが,日 義小中学校,菅 平小中学校,大 野川小中学校,売 加 」・中学校,大 滝小中学校,安 曇 」・

中学校,美 麻小中学校,信 濃町小中学校,奈 川小中学校はいずれも過疎地に存在する。平成24年 度に

おけるこれ ら併設校の在籍児童 ・生徒数は以下の通 りである(表4)。 ちなみに,こ の小中併設校は

平成14年 度時点では上記8校 の他に,浪 合小 ・中学校,平 谷小 ・中学校,山 口小 ・中学校の3校 があ

り,長 野県内に計11校 の小中併設校が存在していた。

表4小 中併設校の児童 ・生徒数(平 成24年 度)

郡 市 熱 児童数 生徒数 合計

上 小 菅平小・中学校 55 34 89

下伊那 売木小 ・中学校 25 25 50

木 留

ヨ三滝小 ・中学校 37 25 62

日義小 ・中学校 112 62 174

北 安 美麻小 ・中学校 56 38 94
噌

松 本

大野川小 ・中学校、 19 17 36

安曇小 ・中学校 42 21 63

奈川小 ・中学校 40
【

17 57
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(2)小中一貫教育を具体的に推進 している自治体で,そ の一部が小中一貫教育を実施 しているケース

(表中の○)

佐久穂町のように校舎一体型の小中一貫校づくりに向けて校舎を建設中のケースをはじめ,東御市,

辰野町,塩 尻市,大 町市のように,一 部の学校で小中一貫教育を実施 しているケース,下 諏訪町,飯

田市,木 島平村のように教育委員会が小中一貫教育の実施を教育施策 として打ち出して取 り組みを始

めているケースが8件(11%)把 握できた。

(3)小 中の連携(保 育園や幼稚園を含め)を 強化しているケース…(表 中の□)

長和町のように,小 中の連携強化に向けて新たな組織を立ち上げて取 り組んでいるケース,豊 岡村,

麻績村,青 木村,茅 野市,筑 北村,小 谷村,飯 山市,野 沢温泉村などのように保育園の管轄を教育委

員会に移 して保育園か ら中学校までの一貫した取 り組みを目指 して推進 しているケースなどが9件

(12%)把 握できた。

(4)小 中相互の情報交換を主とした連携を維持 しているケース…(表 中の△)

現状の中1ギ ャップ,学 力向上,不 登校などの情報交換を中心 とした小中連携を維持 していると回

答した教育委員会は,全 体の約半数にのぼった。全体的な傾向として,以 前よりも小中での情報交換

の機会や授業を見合 う機会を増や したり,様 々なテーマでの情報交換を行ったりして,小 中で情報を

共有化し,共 通理解を図りながら,不 登校や学力向上などの様々な課題に取 り組む意識が高まってき

ていると考えられる。

(5)回答結果を総括 しての所見

県内の市町村教育委員会を対象とした聞き取り調査を通して第一に感じたこととして,地 域や学校

の特性,実 態の違いを前提に調査したものの,小 中一貫 ・連携教育への認識や取 り組みに対 して,予

想以上に教育委員会ごとの意識の格差,温 度差が大きいことに驚いた。教育委員会の トップ(教 育長

等)が 小中一貫 ・連携教育の必要性を強く意識 し,小 中一貫教育を教育委員会の方針 として掲げなが

ら率先 して取 り組んでいる自治体では,全 国各地の先進校に視察に出ていた り,連 携業務にあたる専

任スタッフのポス トを配置したりしている。そうした教育委員会からの回答は,電 話取材に対 しても

反応が良く,熱 心に応答 してくれたが,「必要性は感 じているが,学 校の主体性に任せている」と回答

した多くの地域の担当者は,現 状の小中連携の具体的な取り組みについても情報がないか関心がない

対応であった。

地域別にみても,比 較的都市部のエリア と過疎地エ リアに分けた際の明確な違いがみ られるわけで

もなかった。ただ し,こ の結果を評価する際には,過 疎地の極小規模の自治体には教育を専門とする

指導主事が不在で,行 政職員が教育事務を担っているという実晴にも配慮する必要がある。また,今

回の調査では対象を市町村教育委員会の担当部署に限定したが,各 校の学校長や教務主任などを対象

にすると,別 の観点か らの実態が見えてくるようにも思えた。今回の調査を実施してみて,個 人的に

強く感 じたことは,行 政の トップの小中一貫 ・連携教育に対す る認識がその進捗状況に大きく影響 し

ているのではないかとい うことである。

(調査担当/文 責:篠 原 利之)
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1-4長 野県内の 「小中併設校」の実情

1-4-1小 中 「併設校」の基本情報

前述の通 り,長 野県では過疎地域の小規模校8校 は,小 学校と中学校が隣接 して学校長が兼務する

というタイプの学校を 「併設校」としている。小学校 と中学校の連携もしくは一貫教育に求められる

条件整備および有効な交流活動とはどのようなものなのか,教 育課程にいかなる工夫を施すことで小

中連携が促進 されるのかということに関する手がかりを得る目的で,こ れ ら8つ の 「併設校」の教育

実践を調査 した。ただし,表4で は2012(平 成24)年 度の児童 ・生徒数を示したものの,こ の調査は

2011年12月 に質問紙調査により実施 したものであるため,そ の調査時点でのデータを以下に掲載す

ることにする。

また,本 稿では 「交流活動」の定義に小学校と中学校の指導 者の交流という側面も含めているが,

8っ の併設校はいずれも小中双方の校舎が"隣接'も しくは校舎設備を共有 してお り,日常的に小中交流

活動が可能な条件にある。

表5長 野県の併設校の基本データ(2011.12現 在)

学校名

職員数

*Oは 市町村費職員

で内数

学級数

*○ は特別

支援学級で

内数

児童 ・生徒数

(人)

バス通学者

*()は 割合%

最長の通学

時間(分)

小 中 兼務 小 中 小 中 小 中 小 中

美麻 16(4) 15(4) 6 7(1) 4(1) 80 80 50(81) 29(73) 62 40

菅平 15(4) 18(5) 7 6 3 80 70 0(0) 0(0) 52 34

大野川 15(5) 17(5) 5 6 3 35 35 10(32) 12(55) 31 22

安曇 15(4) 16(4) 7 6 3 40 40 8(19) 3(16) 44 19

奈川 15(4) 16(5) 7 6 3 30 30 29(63) 14(78) 46 18

王滝 14(4) 19(5) 7 6 3 50 42 4(9) 2(7) 42 27

日義 19(5) 18(6) 9 7(1) 4(1) 50 50 39(33) 27(45) 118 60

売木 10(1) 13(1) 5 6 3 50 40 0(0) 0(0) 23 19

(職員数は学校医を除く。兼務は小学校,中 学校の両方に勤務する職員数を表す。)

表6併 設校の学年別在籍人数(2011,12現 在)

小1 小2 小3 小4 小5 小6 中1 中2 中3 計

大町市立美麻小中学校 7 7 12 11 12 13 12 13 15 102

上田市立菅平小中学校 6 12 7 11 6 10 16 8 10 86

松本市立大野川小中学校 1 4 4 6 3 3 8 6 8 43

松本市立安曇小中学校 6 6 8 3 10 11 5 6 8 63

松本市立奈川小中学校 9 6 8 12 3 8 4 5 9 64

王滝村立王滝小中学校 6 7 6 6 9 8 6 14 7 69

木曽町立日義小中学校 20 16 24 16 17 25 12 26 22 178

売木村立売木小中学校 4 5 3 4 4 3 5 10 4 42
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表5は,長 野県の 「併設校」の基本データ(2011年12E現 在)と して,各 校の職員数,学 級数

児童 ・生徒数 バス通学者数(お よび割合),最 長の通学時間を一覧にしてある。小中学生の日常生

活を想定 して全校児童数 ・生徒数をみてみると,小学校も中学校 も80名 を超えない小規模校であるこ

とから,教 職員 と全校の子どもたちとが家族的な雰囲気の中で生活を築いていることが察せ られる。

また,日 義小学校においては,毎 日の通学に118分 かかる児童がいるという事実に驚かされるが,「併

設校」の場合,小学生の多くが40分 以上バスにゆられて登校 してくるとい う実態にあることを思 うと,

学校でしかできないことを思 う存分子どもたちに取 り組ませてあげたいという心境に駆 られる。

表6は,各 併設校に在籍する学年別の子どもの数(2011年11月 現在)を 一覧にしたものである。

ただし,こ の中の一定数の在籍者数は,山 村留学制度により全国各地から宿舎生活を前提に転校 して

きた子どもたちである。

1-4-2「 併設校」の教員配置

表7は,「 併設校」に着任 しておられる教職員の うち,授 業担当者の人員配置を整理 したものであ

る。いずれの学校にも小学校 と中学校の兼務発令の県職員はいないが,美 麻小,菅 平小,王 滝小,日

義小は市町村費で支援員などを雇っており,特 別な配慮や支援を要する児童および中学校の生徒をサ

ポー トする役割も果たしており,実 際上は小中兼務職員として従事 している。このように職員を確保

することで小規模校でありながら,規 模の大きな学校 と同様の教員配置を可能にしてお り,学 校行事

も通常と同様に行 うことができている。これには地域住民の協力も欠かせないが,PTA組 織が保護

者の主体的な取 り組みを中心に機能 していることにも起因している。複式学級の規準となる児童数は,

国の規準では隣接学年を合わせて16名 以下,そこに長野県は独自予算でさらに8名 以下とい う規準を

設定 しているが,売 木小 と大野川小の場合はさらにその数を下回っているため,い ずれ も市町村費で

職員を補充 し,複 式学級の解消を図っている。中学校では複数免許をもつ教員を出来る限り配置 しよ

うとしているが,そ うした教員の確保が難 しく,「 免許外申請」を毎年提出して授業を工面 している

のが実情である。

表7併 設校の免許種 ・雇用形態別教員配置(2011,5現 在)

学校名 小学校 中学校

1 2 3 4 5 6 特 専 養 事 支 他 国 社数理 英 音美 技 家体

魏 ◎ 講 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 音講 ◎ ◎ 市 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 非 ◎ ◎

菅平 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 市 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 市 非 ◎

大野川 市◎ 市 ◎ ◎ ◎ 家市 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 非 市 ◎

安曇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 家市 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 市 ◎

奈川 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 家市 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 講非 市 ◎

王滝 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 村 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 非 ◎ ◎

日義 ◎ ◎ ◎ 講 ◎ ◎ ◎ 音家◎ ◎ ◎ 町 町 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 非 ◎ ◎

売木 ◎ ◎ ◎ 村 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 講講 ◎ ◎ 講 非 ◎

※表中の小学校 「専」は専科教員,「 特」は特別支援学級の教員,「 事」は事務職員,

「A」はALT,「 支」は特別支援員。また,デ ータ欄における 「◎」は正規教員,「 講」は県費講師,

「非」は県費非常勤講師,「 市」 ・「村」 ・「町」のいずれかは市町村費での雇用教員を示す。

(空欄)は 該当なし,中 学校教頭 も授業を持つ場 合は数に含めた。複数免許所持の場合はそれぞれの

欄に重複 して記入 しているため,表5の 教員数 とは一致 しない。
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1-4-3「 併設校」における交流活動

長野県内8っ の 「併設校」を対象とした質問紙による 「小中連携アンケー ト」(2011年12H実 施)

およびその質問紙調査の結果だけでは不明な点に関して,後 に聞き取 り調査(2012月2月)を 追加実施

した結果をまとめたものが表8である。

表8併 設校の交流活動としての連携

学校名 児童会 ・生徒会の運営
クラブ活動 ・

部活動の運営

生徒指導に

おける情報交換

職員会議の

運営

乗り入れ授業

の形態

美麻 密に連携 連携 常に連携 常に合同 中→小

菅平 場合により連携協働 連携 常に連携 定期的に合同 小⇔中

大野川 場合により連携協働 独立 必要に応 じて連携 常に合同 小⇔中

安曇 場合により連携協働 独立 常に連携 常に合同 中→小

奈川 場合により連携協働 連携 常に連携 常に合同 中→小

王滝 場合により連携協働 独立 常に連携 常に合同 中→小

日義 場合により連携協働 独立 必要に応 じて連携 定期的に合同 中→小

売木 場合により連携協働 独立 常に連携 定期的に合同 小⇔中

※表中の 「小」は小学校の職員,「 中」は中学校の職員を示す。小⇔中はお互いに乗 り入れ授業を

実践しているケースであり,「 中→小」の場合は,中 学校教員が小学校へ出向いて授業を行って

いるケースを示 している。

この調査において,調 査対象とした 「併設校」においては,特 に計画的なイベン トを企画 しなくて

も,そ の立地条件から,あ るいは小規模 ・少人数の学校とい う条件から,日 常的に小中連携の取 り組

みが行われていることが再確認できた。 「併設校」では,職 員室が小中合同のスペースになっている

が,そ の利点を生かし,職 員会議も小中の教職員が交流できる場になっている。具体的には,美 麻 ・

大野川 ・安曇 ・奈川 ・王滝の職員会議が 「常に合同」で行われていた り,菅 平 ・日義 ・売木の3校 も

「定期的に合同」で開かれていたりとい う実情にあるため,教 職員間の小中連携はきわめて密になっ

ている。 さらに,美 麻 ・大野川 ・奈川 ・日義 ・売木においては,授 業研究会などの校内研究を合同で

行 うことも慣例になっているため,小 学校,中 学校の行事を共通理解するだけでなく,生 活指導や授

業の進め方等についても,異 なる立場の教職員同士が話題にし合 うことで,義 務教育9年 間で子 ども

を育てるとい う意識を,教 職員がもっようになることが推測される。

また,異 学年交流に関しては,美 麻 ・王滝 ・日義の3校 は縦割 り班を年度当初に固定 しているのに

対 し,菅 平は住んでいる地区別の縦割 り班をつくり,そ の他の学校は臨機応変に班編成を行って清掃

や給食その他様々な活動において縦割 り班の関係を生かした教育活動を導入 している。

子 どもが主体となる児童会 ・生徒会活動における連携に関しては,発 達段階を考慮 して小中双方に

無理のない活動を適宜取 り入れてお り,ク ラブ活動 ・部活動に関しては,美 麻 ・菅平 ・奈川で小中連

携型の活動を取 り入れている。 これ らの学校では,中 学生が リーダーシップをとりながらも,小 学生

が中学生の部活動等にあまり抵抗なく参加できるような配慮がなされている。例えば,美 麻では,中

学3年 生が部活動を引退する時期から,中 学1～2年 の活動に小学5～6年 生が活動に参加 して一緒

に部活動を行ってお り,奈川でも同様に12Aか ら中学1～2年 生の部活動に小学6年 生が参加を始め

ている。菅平では中学生全員と小学校の高学年児童が状況に応 じて部活動を共同で行っている。
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1-4-4「 併設校」の交流活動の具体例

以下,8つ の 「併設校」における小中の交流活動に関して,事 例を具体的にあげて報告する。なお,

年度により学校行事等の内容が異なるケースがあるため,原則として平成22年 度の取 り組みを優先し

て表に掲載 している(表9)。

教科の学習における連携では,体 育や音楽,英 語(外 国語活動)が 主である。理科や社会,算 数,

国語といった教科では,各 学校の職員が所持する免許種と教育課程との調整から,小 中の教科連携の

取り組みが左右 される実態がある。小学校の職員が中学校の授業に出張しての乗 り入れ授業は基本的

に行っていないのが実態である。過疎地域でも保護者等から受験対策を求める声もあ り,中 学校での

受験教科の教科学習は小中連携があま り重視 されていない傾向にある。

また,そ れぞれの体育的行事や文化的行事に児童 ・生徒が参加するとい う機会は多く保障されてい

るが,そ うした行事には,子 どもたちのみならず,地 域住民の参加が同時に期待 されている。

児童会 ・生徒会の活動は学校ごと,年 度 ・季節ごとに様々に取 り組まれているが,地 域との連携が

大きな要素 となっている。定番の行事としては,王 滝 と日義では栽培活動 奈川ではワラビ取 り,菅

平ではスキー場の草刈 りを,地 域との連携を大切 しながら取 り組んでいる。

その他の集会等では,音 楽集会をはじめとする異学年交流の場として小中連携の取 り組みが実施 さ

れている。

表9「 併設校」の交流活動の概要

轍 教科の学習活動 学校行事 児童会 ・生徒会 その他の集会)

美麻 英語,家 庭科

体育,音 楽

(小)運 動会 音楽会

(中)文 化祭 音楽会

縦割り班で運動

会 ・文化祭参加

/○ ○週間

合同音楽/縦 割

り給食

菅平 社会,体 育,理 科

外国語 図工,音 楽,

(小)家 庭科

(小)運 動会,音 楽会

(中)文 化祭(参 観)

音楽会は小中共同開催

草刈り/運 動会 スキー壮行会

大野川 音楽 体育,理 科 社

会,家 庭科,英 語

(小)運動会,音 楽会

(中)文 化祭

音楽会は小中共同開催

なかよし清掃

/読 み聞かせ

/小 中合同レク

侃童会企画)

合同練習会/な

か よし集会/縦

割り給食

安曇 国語,算 数 体育 (小)運 動会

(中)文 化祭(音 楽会)

縦割り清掃/ペ

ア読書

縦割 り給食

奈川 音楽 体育,理 科 (小)運 動会

(中)文 化祭 音楽会

地区別児童生徒

会/わ らび採り

わらび採 り/縦

割 り給食

王滝 社会,音 楽 英語 (小)運動会 音楽会

(中)文 化祭 音楽会

縦割りで栽培活

動

音楽集会

日義 国語,算 数 理科

社会,英 語,音 楽

体育

(小)運 動会 音楽会

(中)文 化祭 音楽会

縦割りで栽培活

動

音楽集会/掃 除

集会/縦 割 り給

食

売木 音楽,体 育,社 会

(小)家 庭科

(小)運動会

(中)文 化祭 音楽会

○○週間/な か

よし集会

なか よし集会/

縦割り給食
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1+5「 併設校」の実践からのヒン ト

長野県内の 「併設校」を対象 とした質問紙調査および聞き取 り調査によって,8校 に共通する小中

連携の取 り組みが抽出できた。それらは,① 小中乗 り入れ授業という授業担当における連携 ②学校

行事や児童会 ・生徒会活動などの特別活動や放課後の部活動における連携 ・合同の仕組みづくり,③

職員会議や校内研修等において小中の教職員が共同で議論する場の設定,と い う大きな3要 素が重要

な意味を持つことが確認された。これ らのことは,地 域住民と一体となった子育て ・子育ちのネット

ワークづ くりと連動 していることも示唆された。ただし,こ れ らは調査対象 とした8校 が,過 疎地の

小規模校 とい う共通性をもつがゆえの共通点であったとい うことも言えよう。
一方
,小 中連携のための交流活動を充実 していくための課題 として,教 員の人事配置 という問題も

重要な要素であることが浮き彫 りになった。 これらは,自 治体の教育予算 とも深 く関係する問題であ

り,学 校の教員や子どもたちだけで解決できるものではない。学校を取 り巻 く教育環境の整備 ・充実

とい う課題は,予 算の裏付けが必要なものと教職員をはじめとする関係者の"人 の連携"に よって問

題解決が図 られるケースがある。今後は,ど のように学校内外の多様なスタッフが子どもの教育にお

いて連携を深めていくか,そ のためにどのようなしくみを構築 していくかが鍵になろう。

本調査は,小 学校 と中学校の交流活動が小中連携に有効な取 り組み となるための条件や指導方針な

どを明らかにすることを目的として,長 野県内の 「併設校」の取 り組みの概要を整 哩したものである。

調査対象の8校 は,い ずれも過疎化が進行 し,人 口も減少傾向にあ り,教 育予算に乏 しいエリアに位

置していたが,こ れら 「併設校」を訪れ,教 職員や子どもたちの姿に触れる中で,近 年の教育問題と

は別次元の"心 の豊かさ"を感 じる機会が多くあった。調査者であるわれわれが 「学校っていいなあ」

と思わされる場面にたくさん出会った事実は,過 疎地の小規模校に共通す る"よ さ"な のではないだ

ろうか。その"よ さ"を 継承しつっ,こ れからの未来社会を生きる子 どもたちに求められる力はどの

ようなもので,そ うしたカをどのように育成 していけばよいのかを考えていくことが,わ れわれに求

められているように思えた。

小学校 と中学校の交流活動の難 しさに向き合い,中1ギ ャップといわれる負の"段 差"を 克服 し,

健全な"ス テージ"の 違いを維持 しなが ら,慰 或社会全体で9年 間の系統的な指導を追究していく際

のヒン トが少なか らず得られたのではないかと思 う。

(調査担当/文 責:新 井清規 ・神谷林実)

'v29・ 一



終 章

1本 研究の成果と課題

～過疎地の小中一貫校における教育課程の開発として～

(1)過疎地域特有の課題の明確化

本研究は,過 疎地に増えつつある小中一貫教育校において,地 域の実晴に応 じてつ くられる年間行

事計画や,そ れとの関係で編成される教科 ・領域の計画とその教育方法をどのような考え方で教育課

程にまとめていくことがその地域の学校教育に適切なのかを検討することをその動機 としている。

本研究において 「過疎地域の実1青に即した」小中一貫校づ くりを対象として教育課程の開発に取 り

組んだ意図は,都 市部の学校選択制度を背景に学力向上を中核的な目的とした場合や,中1ギ ャップ

の解消を主目的に教育内容 ・方法の段差を調整する場合などと,過 疎地域に求められる教育課程の在

り方とは,異 なる前提条件があるのではないかという問題意識を含んでいることにある。同じく教育

課程の開発といっても,地 域の実態と関連してその前提条件や 目指すものが異なるとすれば,そ れは

どう説明できるのかを明確にする必要があるだろう。そのためには,"現 場"に 入 り込んで丁寧にその

プロセスに関わっていく参画型の研究方法をとらなければ本質的な理解は難 しい。

本研究では,長野県上水内郡信濃町とい う僻地指定区での小中一貫校をメインのフィール ドとして,

同校の職員研 彦の外部講師としても関わりながら,校 舎一体型の公立小中一貫校づ くりに参画 した。

それは,アクションリサーチの域を超えて,対象校が自分の母校であるかのような心境になりっっも,

同校の教育課程の編成を多面的に考察する作業にもなっていた。

ところで,過 疎地域特有の小中一貫教育の課題とは何だろうか。小中一貫教育に取 り組む学校全般

に共通する要素 と,過 疎地域ならではの要素とに分けた上で,ま ずここでは過疎地域において特に問

題になる点に焦点化 して小中一貫校の課題を整理してみたい。

それは一つ目に,自 治体の統廃 合と同様に,学 校の統廃合という問題に直面 した際,既 存の枠組み

が撤廃され,新 しい枠組みに移行 していかねばならない時に起きる住民同士の摩擦に対 して,時 間を

かけて対話の機会を保障し,適 切に対処するとい う基本的な課題である。当然ながら都市部の場合で

も同様の課題はあるものの,過 疎地の多 くは廃校になる個々の学校がすでに百周年を経験 しているよ

うな伝統校が多 く,学 区域ごとの伝統的な慣習も維特 されているエ リアが多いという一般的傾向が認

められる。このことは軽視できない問題であり,そ れぞれの地区の住民と丁寧な対話を重ねたぶんだ

け,統 合後の学校に対して地域の関係者がサポーターとなるという比例関係にあると言っても過言で

はない。それは小中一貫校 として統合 していく際にも同様のことが言える。

二っ目に,都 市部の統廃合と異なり,過 疎地の学校統廃合は通学手段やその所要時間に非常に大き

な変化をもたらし,教 育課程時間の編成においても,始 業時刻や下校時刻,放 課後の諸活動のタイム

テーブルに大きな制約が加わるとい う側面である。多くの過疎地域ではスクールバス路線を複数エ リ

アに展開して通学ルー トを保障しているが,バ ス利用を選択しても1時 間の通学時間を要するとい う

通学者がいる学校も少なくない。学校はこうした実態を踏まえて,朝 の教育活動や放課後の時間の使

い方に留意する必要が出てくる。学校行事や部活動などに関しても,集 合時刻や移動手殻等に大きな

制約を受ける。こうした点に配慮することも過疎地特有の課題 となる。

三つ目に,小 規模校 ・少人数学級 とい う条件にかかわる課題である。過疎地では複式学級もしくは

複式に準じた少人数学級をかかえるケースが多い。こうした学校での授業を,30人 以上の子 どもが在

籍する学級 と全 く同じように黒板 とチョークと教科書の3点 セットで一斉画一式授業を繰 り返してし

ま う現場も少なからず散見され る。人数や学習集団の在 り方に応 じて教育方法 ・学習スタイルを工夫
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すべきであるが,そ うい う発想になりにくい目本の学校文化 もある。小規模校 ・少人数学級 とい う条

件に応 じた適切な授業スタイルと指導理論を普及 させていくための教育課程の改善が求められる。

四つ目は,教 科教育の指導体制っまり教員がもつ免許種 と授業担当との組み合わせ,人 事配置に関

わる問題である。通常の教員数は児童生徒数 ・学級数に応 じて配分されるため,過 疎地の小規模校で

は多くの場合,技 能系 ・芸術系教科の専門の免許を持っ教員が欠員となり,特 例申請を提出すること

で免許をもたない教科の授業を担当することが常態化している。例えば,国 語科の免許 しかもたない

女性教員が家庭科の授業も担当するとか,数 学の免許しか持たない男性教員が体育や技術家庭を指導

するという苦 しい教務体制となる。こうした問題に対して,小 中一貫校にすることで中学校の技能系 ・

芸術系の教員を置けるようになる場合がある。例えば,中 学校の音楽科の教員を配置 して,そ の教員

が小学校の音楽専科 としても授業を担当するとい う連携を組み入れれば,教 員の授業担当時数も確保

されると同時に,授 業の質や学習内容の専門性が担保されるというケースである。こうした 「授業の

乗 り入れ」は過疎地の小中一貫校のほとんどが採用 しているが,そ のためには教育課程の編成におい

て時間割をコン トロールする必要がある。

(2)小中一貫校共通の課題の明確化

ここでは小中一貫教育に取 り組む上で,過 疎地域 とか都市部という条件に関係なく共通にクリアす

べき課題について指摘しておきたい。本研究のフィール ドとした信濃小中学校にとっても今後の課題

となっているキーポイン トが2っ ある。その一つが,小 学校課程 と中学校課程との連携 と系統性の吟

味というテーマである。学習指導要領 レベルの吟味という観点から日常の学習指導の方法に至るまで

様々な検討が必要 となるが,子 どもの側(学 習者)か らみた小中のギャップ,指 導方針 ・姿勢の段差,

授業の進め方の違い,成 績評価の方法の差など,あ らゆる面から実態を教員同士が理解 し合い,必 要

以上の毅差や違いを解消 していくという課題である。このことは,小 規模校ではすでに 日常的に実践

されているケースが多いが,学級数が多い学校では容易なことではない。自分の専門分野を 「教える」

ことばか りに一生懸命だった教員が,子 どもの目線に立って教育課程を見直すとい うことを経験 ずる

契機にもな り,こ うした教員の意識改革は小中一貫教育を充実させる基盤にもなる。そして,"中1ギ

ャップ'を 助長せず,不 登校やいじめの問題を緩和させる教育的効果も期待される。

二っ 目の鍵が,地 域の 「材」とのかかわ りをもった教育課程の創造とい うテーマである。9年 間の

スパンで子 どもの育ちをみとり,小 中の教育内容を系統的に編成アレンジしていくことにおいて,過

疎地に限らず"地 域"を テーマにした教育課程のアレンジが重要な要素 となる。学区域内あるいはそ

の周辺まで範囲を拡げて,自 然環境や伝統的な文化遺産などをはじめ,地 域に生きる人々との出会い

を通 して,子 どもたちが自分の故郷に人愛着 と誇 りをもち,地 域に貢献する意識を高めることができ

るよう,教 育内容や活動内容を教育課程上で配列 ・整理 していくという課題である。

その場合,「地域」は様々なステージに位置づけられる。まずは地域をフィール ドにして地域そのも

のを学習するとい う第一毅階が想定されるが,こ れは小学校 中学年社会科の地域学習が位置付くと理

解 してよい。その次の毅階として,地 域の具体的事象を事例として,地 域を超えた広範囲のエ リアに

共通 した問題 として学習するとい うステージがある。小学校高学年社会科の産業学習や理科の内容に

もこのステージに位置付く学習内容が存在する。さらに次の段階として,地域の課題解決に挑むとか,

地域に社会貢献す るといったステージが想定される。小学校高学年段階でも取 り組める内容はあるが,

9年 間の系統性を重視 して,第 一段階や第二段階での学びにもじっくり取 り組ませることで,第 三段

階での学びが確かなものになるということを優先 したい。このように"地 域"を 足場にして様々な人

や 「もの」「こと」と出会い,子 どもたちは少しずつ自分な りの生き方や考え方を地域社会の中で自己

更新させていくのである。そ うい う視野をもった教育課程づ くりを構想 したいものである。
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(3)本研究による具体的な成果

本研究の目的にも掲げた 「小中一貫教育をすすめていく上での教育課程の改善のためのしくみづく

り」と 「子どもの9力 年間の育ちを継続的 ・系統的にみるしくみづ くり」に関する成果を報告する。

①教育課程の実情を理解するための全体状況の把握

第1年 次の平成23年 度は,信 濃町に入 り,町 立の全5小 学校と1中 学校の閉校に向けた業務か ら,

統合される新 しい学校の開校準備までの多岐にわたる実務 と議論の推移を見届けっつ,地 元大学の有

識者の立場で小中一貫校の学校づくりをサポー トした。毎週開かれていた開校準備委員会に3度 出席

し,各 校の教職員およびPTA関 係者等の意見を集約するプロセスに参画するとともに,小 中一貫校

における教育課程の在 り方について専門的な観点か らの助言を行い,教 職員研修会で講演を行 うなど

精力的に学校の基盤づくりに貢献した。また,学 校運営協議会委員 との懇談や信濃町教育委員会主催

の会議録の読み込み等を通 して,過 疎地の学校統廃合と校舎一体型小中一貫校の諸課題を整理 した。

②校務支援システムの導入と稼働

平成24年4Eの 小中一貫校の開校に向けて,校 務支援システムを導入 し,システム稼働のための基

盤整備や基礎データの入力を行った。その際 校務支援システムに含まれている学籍管理や成績管理

を信濃小中一貫校の実情に即 したものにカスタマイズするための検討や,必 要な出力帳票の具体的な

検討を,信 濃小中学校の担当教員のヒアリングを通 して随時行った。平成25年2月 現在では,こ の校

務支援システム 「スクールオフィス」の多 くの機能を教職員が有効活用 している。

③個別学習評価システムの導入

当初の計画通 りには進められない部分があったが,算 数 ・数学を皮切 りに,学 校独 自の問題データ

ベースをつ くり,信 濃町で求める基礎学力を個人べ一スで系統的に点検評価できるシステムを業者 と

共同開発 し,学校で使えるものにプログラムした。今後は教員有志によるパイロット的実践を通して,

その有効性を検証 しつつ,改 良を重ねて使い勝手の良いシステムに更新 していくことになる。

④学校評価アンケー トシステム

教育課程は計画するものではなく,む しろ実践を通 して作 りかえていくものという発想に立ち,手

間をかけずに簡単に意識調査ができるようなマークシー ト方式での点検評価パ ッケージを設定した。

保護者むけや児童生徒向けのほか,教 職員向けのデジタルアンケー トシステムも実験的に設定した。

今後は学校側のニーズに応 じて臨機応変に質問項目を変更しながらデータを蓄積していく。

⑤ふるさと学習(総 合的な学習)の カ リキュラムの提案

従来の信濃町の小学校と中学校が実践 してきた総合的な学習の記録をベースに,年 間行事予定 とそ

れぞれの学年の実情を加味して,伏 木研究室の学生を中心に信濃小中学校版の総合的な学習のカリキ

ュラム案(年 間計画表)を つくり学校に提供した。これは 「ふるさと学習」のカリキュラムとして参

考にしていただける苦心作でもある。

⑥小中一貫教育 ・信州フォーラムの開催

本研究の2年 目の平成24年 度には,8月 期の教職員研修会を兼ねて,「小中一貫教育 ・信州フォー一

ラム」を盛大に開催できた。詳細は本文に記述 したが,こ こに参加 した100名 以上の教育関係者から

の反響は大きく,今 後の実践公開が期待される状況になっている。

(4)本研究の課題

平成23年11Aか ら事実上始まれたこのプロジェク トは,競 争入札等の手続きも必要だったことか

らスター トが遅れ,一 貫校づくりに奔走する教職員 との協同作業を基本にしていたことからスムーズ

な進行ができなかった面が否めない。また年度更新期に大事な作業を行 う教育課程研究であることに

立ち返れば,研 究のまとめは3月 ではなく,5月 以降に設定する必要があり,継 続して取 り組む。
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おわりに

本研究において直接的な調査フィール ドとしたのは,長 野県の北端に近い上水内郡信濃町である。

平成16年3月 に町長から町の教育委員会に 「少子化による小学校適正配置の検討」について諮問され

てから4年 半後の平成20年9月 に,町 長が統合小中一貫校の建設を表明し,以後3年 半の準備期間を

経て,町 立の小中一貫校がつ くられた。 この町の人口は1万 人を割って9,240名 弱(2012年 調査),

総面積は約149睡 で野尻湖の33倍 の広さにあたり,全 国で4番 目に広い長野県の面積の約90分 の1

がこの町の面積である。山や湖など自然環境に恵まれ,冬 は雪深 く,夏 は避暑地にもなるこの広大な

エリアに,義 務教育学校はたった一っ,「 信濃町立信濃小中学校」だけになった。5つ の小学校区の

伝統的慣習が残るなか,学 校統廃合によりそれらの風俗や しきたりが崩壊 していく面 と,統 合により

融合 していく面とがある。そうした中で 「地域と共にある学校」,「 地域の人々に愛 され支えられる

学校」を目指 してふるさと学習を教育課程の中核に位置づけようとしている信濃町の取 り組みが今後

に期待される。

この過疎地の学校統廃合に揺れる地域住民と,定 期的な人事異動で町の小中学校に勤務 していた教

員 との間には,「 過疎地の教育」に対する向き合い方に温度差があって不思議はない。 しかし,小 中
一貫校の成立までのプロセスに着 目して

,様 々な紀要や会議の藷 録等に目を通してみると,教 職員

の中にも,PTA関 係者を含めた地域の人々の中にも,こ の町に設立される新 しい学校に対 して献身

的な努力をされてきた人たちが大勢お られたことを確認できる。そして,忘 れてはならないことは,

これまでの準備期間に教育長をはじめとする町の教育委員会関係者や,統 合される前の旧6校 の校長

ないし教頭が毎週水曜日の夜に役場の会議室に集まって熱い議論を繰 り返 してきた事実である。最近

は,教 員の不祥事に関する報道とそれへの処分問題 ・再発防止対策などが声高に取 り上げられる時勢

にあるけれ ども,信 濃町という過疎地域の諸条件の中で地域の人に愛される学校づ くりに貢献し,子

どもたちの教育環境の向上に力を尽くしている先生方や関係者 とたくさん接 してきた。だから,私 も

この町の学校づくりに参画 させていただいたことを光栄に思 う。

本研究では,国 立教育政策研究所の助成を受けて,過 疎地の小中一貫校に校務支援システムや学習

診断の個別評価システムを新たに導入 したり,学 校評価(教 育課程の評価)の ためのアンケー ト調査

の方法をア ドバイスした り,地 域に根ざした総合的な学習の時間の年間カ リキュラムを構想 してみた

りと様々なアクションをしてきた。これ らの取り組みに トライできたのも,国 立教育政策研究所から

の資金援助のみならず,同 研究所企画普及室 ・研究協力係の坂本さんをはじめ,多 くの関係者のご協

力があってのことである。この場をお借 りして感謝申しあげたい。また,本 研究に関わって,全 国各

地の過疎地の学校や小中一貫教育の実践校へ訪問させていただいたが,あ らためて,そ れ らの学校関

係者に御礼を申しあげたい。あ りがとうございました。

また,本 報告書の作成に関しては,信 濃町教育委員会ならびに信濃小中学校の多大な協力をいただ

いた。 さらに,信 州大学大学院教育学研究科および教育学部の学生有志の協力なくしては完成できな

かった。この場を借 りてこのプロジェク トに関わってくださったすべての皆様に感謝の意を表したい。

平成25年3月

信州大学教育学部教授

伏木 久始
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2一 ② 両小野学園 ・前両小野小学校長 大 日方貞一氏のプ レゼン資料(ス ライ ド計47枚)

本 く傘
地 域 と共 に創 造 す る

小 中 一 貫 教 育

両 小 野 学 園
辰野町塩尻市小学校組合立 両小野小学校
塩尻市辰野町中学校組合立 両小野中学校
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走陳.

桐 小野小学校・中学校

ノ

小 小 ・ ili11>1E!1!1lllE

小中一貫教育構想の経緯
平成19年 度 少子化、学校の統廃合への懸念、

地域の活性化策として構想が浮上

平成20年度 一貫教育検討委員会設置

保護者説明会
2・年～22年度 一鰍 育検討委員会設置■ ■レ

検討準備期間として2年間

構想から具体案の策定

部分試行 先進地視察

23年度 小中一貫教育本格実施

両小野小中一貫教育の全体像

・既存の小・中学校の機能や施設を活用した

「施設分離型の小中一貫教育 」

・9年間の枠組みの中で、

地域の教育力を活用した小中一貫教育
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諺.彪くましく生己
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生徒の宵威に象り纏みます.
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1一貫教育のシステム 1重 点 的 な10の 取 り組 み 一一i-…

F学びの区分の見直し

6年 生をつなぎの時期と捉える

①9年 間を見通したカリキュラムに基づく
学習指導

②地域を題材とした新領域「たのめ科」

③外国語活動・英語学習の充実

④小学校での一部教科担任制の実施

⑤小中職員交流の推進

1重点的な10の 取り組み2

⑥児童生徒の交流の推進

⑦家庭との連携の推進

⑧保育園との連携の推進

⑨両小野学園運営委員会の設置

⑩学校支援ボランティアの活用

①9年 間力リキュラムに基づ く指導

・小中9年 間の学習内容を見直し、蹟き易い学習

には十分時間をかけて指導する。(重点化)
一内容の精選

一小中のっながり

一・思考力 ・判断力

・表現力の育成

②地域を題材とした「たのめ科」の設置

=両 小野の人・物・に探究的・体験的に関わること

を通して、両小野を愛する子を育てる。

。自己肯定感を育み将来の夢に向けてたくましく

OI
生きようとする

子を育てる。

③外国語活動1英語学習の充実
小1か ら小6ま

外国語活動

1,2年_12時 間

3,4年_24時 間

5,6年_35時 間
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④小学校高学年の一部教科担任制
L.Li____i.."_in"__-iJJ

小学5年...理 数 教科を中心に実施。

小学6年...中 学 校登校等により、教科担任制を実

施。

{中学校登校
H229～11月 週2日

午前中のみ 授業

H2311月 終 日

H2411月 終 日

ザ千!　 こ　7

誉窮!4.

":.=.SLH.i1!111

⑤職員の交流の推進

一〇合同職員会議 ...学校 運営全般に関わっての

討議。

・○合同研修会 ・研究会

罐町'　 一':∵ ヨ騨 一　

羅{驚識 隔

1⑥児童生徒の交流の推進

・縦割り活動、奉仕活動、相互の行事への参加等

を通して小学生と中学生の交流を図る。

∵ 雷 、

_鶴 シ1警、
一 ～_.2;唾 ぐ

中学校のステージに立つ6年 生 一∵

ト⑦家庭との連撲の推進
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'⑧保育園との連携の推進

_ 幽

舜ミ脳
むミ
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園児懸 運副
の 交 流
・相互の行事への参加'

・保小の定期的な交流

藍
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職員の保育研
修
・保育から学ぶ

]i⑨学園運営推進委員会の設置

構 成 メンバー

・学識経験者

・保護者

・地域住民

・学校職員

1⑩学校支援ボランティアの活用

・学習支援

・課外活動支援

・環境支援

・安全支援一

4月7日 両小野学園開園式

祝両小野魎 魁

eo

-

け ほし
ヨ コ

'(i平 成23年 度 両小野学園の歩みVl

陵欝識 ミβ

蕪 撫叢

深みのあるハー

モニーに多くの

人が感動する。

全員合唱
「この星に

生まれて」

鯉,
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業研究会 一算数一

6月 より中学校 津野教諭

兼務辞令を受けx小 学校
の算数の指導に入る。

烈

・一学期を振り返り、一

貫教育の成果と二学

期への課題を協議

8甘18日

学園職員会

・毎月、研究会又は

職員会を開催

9月27・28日 中学 校 「霧肪 祭」
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7月1日 地域美化活動

8月23日

学園支援ボランティアのつどい
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10月28日 両小野学園 音楽会

濤
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6学 年 中学 校 登校 日
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指il 愚
レド 瓢 鍵 愚
車学戯 による理科m

魂,

蓬 ㌧/
雌t攣校担任暦中攣国語の擬直 校長富訪闇

11月24日 中学校参観授業

小学校参観授粟

獄.

11月26日 両小野学園研修旅行

12月5日 たのめ科授業研究会 1ヒ1.
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11月15日(木)

小中一 貫教育 懇話会開催 ご来園 ください
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